
基本施策 『行政経営』 

施策の内容（小施策） 『効率的な行政運営』 

平成26年7月25日（金） 
刈谷市行政評価委員会 



基本施策 『行政経営』 

背景 

【資料P102-103】 

・人口減尐社会の到来 

・尐子高齢化の更なる進展 

・景気の持続性など先行きの丌透明感 

・地方分権の進展 

・住民ニーズの多様化 

・地域の特性を活かす 

・住民ニーズに即した質の高い 

 行政サービスの提供 

地方自治体に求められるもの 



小施策 『効率的な行政運営』 【資料P103】 



小施策評価シート 【資料P104】 

①

②

③

④

⑤

基本施策 54 行政経営

施策の内容

(小施策)
541 効率的な行政運営

小施策の
項目

民間活力を積極的に活用し、効率的な行政運営を推進します。

地域団体や市民活動団体などが、新たな公共的なサービスの担い手となることができるよう連携するとと
もに、活動を支援します。

総合計画に掲げた目標の達成状況をわかりやすく公表するとともに、行政評価委員会を設置し、行政運営
の外部評価を実施します。

変化に即応できる柔軟な思考と想像力を持った職員を育成するため、職員研修の充実を図るとともに、職
員数の適正化に努めます。

新たな行政課題に柔軟に対応できる組織づくりを進めます。
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めざす姿
(生活像)

まちの
状態

健全な財政を維持し、効率的な行政運営と質の高いサービス
を維持しています。

事務事業の共同処理など、周辺市町との連携が図られていま
す。

市民の
暮らし

市政に関心を持ち、市の財政や行政経営に目を配っていま
す。
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市政に対する市民の評価 【資料P104】 

重要度 ３．６８ 
順 位 １９位/３３ 

満足度 ２．８８ 
順 位 ３２位/３３ 

ふつう 



小施策の項目①、② 【資料P104-105】 

①民間活力を積極的に活用し、効率的な行政運営を推進します。 

②地域団体や市民活動団体などが、新たな公共的なサービスの担い手

となることができるよう連携するとともに、活動を支援します。 

・指定管理者制度の導入 

・定型的・専門的業務の外部委託 

育成 

事業主体 
として 



■指定管理者制度導入施設一覧

施　　設　　名 指定管理者 所管課

刈谷市民ボランティア活動センター 特定非営利活動法人愛知ネット 平成24年4月1日 ～ 平成29年3月31日 市民協働課

刈谷市青山斎園 刈谷市都市施設管理協会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 市民課

刈谷市心身障害者福祉センター

(しげはら園、くすのき園、すぎな作業所、心身障害者福祉会館)
福祉総務課、子育て支援課

刈谷市高齢者福祉センター

（老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰひまわり、養護老人ﾎｰﾑ、高齢者交流ﾌﾟﾗｻﾞ)
長寿課

刈谷市一ツ木福祉センター

(一ツ木児童館、いきいきﾌﾟﾗｻﾞ)
長寿課、子育て支援課

刈谷市南部福祉センター

(老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰたんぽぽ、身体障害者ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰたんぽぽ)
福祉総務課、長寿課

刈谷市障害者支援センター 医療法人成精会 平成24年4月1日 ～ 平成34年3月31日 福祉総務課

刈谷市つくし作業所 社会福祉法人觀寿々会 平成26年4月1日 ～ 平成36年3月31日 福祉総務課

刈谷市生きがいセンター 公益社団法人刈谷市ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 長寿課

老人デイサービスセンターなのはな

（ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰなのはな、なのはな児童館）
市川商事株式会社 平成23年4月1日 ～ 平成28年3月31日 長寿課、子育て支援課

刈谷市交通児童遊園 刈谷市都市施設管理協会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 子育て支援課

おがきえ保育園 株式会社トットメイト 平成17年4月1日 ～ 平成27年3月31日 子ども課

あおば保育園 株式会社トットメイト 平成21年4月1日 ～ 平成31年3月31日 子ども課

刈谷市産業振興センター 刈谷市都市施設管理協会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 商工課

御幸・寺横・神田・刈谷駅南口広場駐車場 刈谷市都市施設管理協会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 土木管理課

相生駐車場 刈谷市都市施設管理協会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 土木管理課

刈谷駅北口広場駐車場 刈谷市都市施設管理協会 平成23年4月1日 ～ 平成27年3月31日 土木管理課

桜駐車場 刈谷駅周辺まちづくり会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 土木管理課

市内２１市民館 各２１市民館運営委員会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 生涯学習課

洲原公園レクリエーション施設

（洲原ﾃﾆｽｺｰﾄ、洲原ﾃﾞｲｷｬﾝﾌﾟ施設、洲原温水ﾌﾟｰﾙ、洲原ﾛｯｼﾞ）
株式会社愛知スイミング 平成23年4月1日 ～ 平成28年3月31日 公園緑地課

フローラルガーデンよさみ

（ﾌﾛｰﾗﾙﾌﾟﾗｻﾞ、依佐美送信所記念館）
コニックス株式会社 平成24年4月1日 ～ 平成29年3月31日 公園緑地課

岩ケ池公園 刈谷ハイウェイオアシス株式会社 平成25年4月1日 ～ 平成30年3月31日 公園緑地課

刈谷市民休暇村 西洋フード･コンパスグループ株式会社 平成23年4月1日 ～ 平成28年3月31日 生涯学習課

北部生涯学習センター 刈谷市都市施設管理協会 平成25年4月1日 ～ 平成30年3月31日 生涯学習課

刈谷市総合文化センター

（刈谷市民ﾎｰﾙ、中央生涯学習ｾﾝﾀｰ、刈谷市総合文化ｾﾝﾀｰ駐車場）
KCSN共同事業体 平成21年4月1日 ～ 平成27年3月31日 生涯学習課、文化振興課

刈谷市郷土資料館 刈谷市都市施設管理協会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 文化振興課

刈谷市体育館、刈谷球場、小垣江・井ケ谷・港町グラウンド 刈谷市都市施設管理協会 平成24年4月1日 ～ 平成29年3月31日 スポーツ課

ウィングアリーナ刈谷、ウェーブスタジアム刈谷、グリーングラウンド刈谷 ｺﾅﾐｽﾎﾟｰﾂ&ﾗｲﾌ・ｴﾘｱﾜﾝ・ｻﾝｴｲ共同事業体 平成24年4月1日 ～ 平成29年3月31日 スポーツ課

平成２６年４月１日現在

指定期間

社会福祉法人刈谷市社会福祉協議会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日

小施策の項目①、② 『成果』 【資料P106】 

指定管理者制度 

・平成16年度 導入 

・現在の導入数 

    58 公の施設 

※文字が小さいので、 
 詳細はお手元の資料P106をご覧ください。 

・NPO法人 

・市民館運営委員会 

 （地元組織）  など 

新たな公共サービス 
の担い手 



■民間委託導入の経過

施　　設　　名 業務内容 導入年度

双葉保育園 給食調理業務 平成11年度

富士松北保育園 給食調理業務 平成12年度

東刈谷保育園 給食調理業務 平成14年度

かりがね保育園 給食調理業務 平成15年度

富士松南保育園 給食調理業務 平成17年度

第２学校給食センター 給食調理業務 平成21年度

日高保育園 給食調理業務 平成22年度

水道課（本庁舎内） 料金収納業務 平成24年度

北部子育て支援センター 運営業務 平成24年度

南部子育て支援センター 運営業務 平成24年度

さくら保育園 給食調理業務 平成25年度

特定非営利活動法人子育て子育ちＮＰＯスコップ

(株)魚国総本社

(株)魚国総本社

(株)魚国総本社

(株)名給

(株)魚国総本社

(株)ジェネッツ中部支店

特定非営利活動法人子育て子育ちＮＰＯスコップ

(株)魚国総本社

受　　託　　者

(株)魚国総本社

(株)魚国総本社

小施策の項目①、② 『成果』 【資料P106】 

民間委託 

施設管理   定型的・専門的業務 

※文字が小さいので、 
 詳細はお手元の資料P106をご覧ください。 

保育園、給食センター 
給食調理業務 

水道料金収納業務 

委 託 



施設 ％比較項目 指定管理者として「自治会・町内会」「ＮＰＯ法人」「社会福祉法人」に指定している割合 単位

高浜市

29／58 50.0 12／17 70.6 17／42 40.5 6／23 26.1 3／6 50.0 17／27 63.0

安城市 西尾市 知立市刈谷市 碧南市

備　　考 出典：愛知県調査指定管理者制度の運用状況（平成26年4月1日現在）　参考：愛知県内の市町村平均：44.6％

施設 ％

備　　考 出典：愛知県調査指定管理者制度の運用状況（平成26年4月1日現在）　参考：愛知県内の市町村平均：20.5％

安城市 西尾市 知立市 高浜市

58／270 21.5 17／160 10.6 42／241 17.4 23／538 4.3 6／162 3.7 27／104 26.0

比較項目 公の施設のうち指定管理者を導入している割合 単位

刈谷市 碧南市

小施策の項目①、② 『現状分析と課題』 【資料P104】 

公の施設のうち指定管理者を導入している割合 

21.5% … 高浜市に次ぐ 高水準 

50.0% … 碧南市、高浜市に次ぐ 高水準 

指定管理者として「自治会」「NPO法人」等に指定している割合 

※詳細資料は、P107に掲載 

県内平均 20.5％ 

県内平均 44.6％ 



小施策の項目①、② 『現状分析と課題』 【資料P105】 

課題 

・職員の現場スキルの低下 

・地域の課題、問題点の発見、住民ニーズの把握の機会の喪失 

  施策の推進に影響を及ぼす 

【原因】 
○職員が常時現場にいない 
○施設の管理運営への関不低下 

・適正な管理運営がなされているか 

・利用者へのサービス向上に貢献しているか 



 自治体の果たす責任と役割の明確化 

小施策の項目①、② 『今後の方向性』 【資料P105】 

課題 

・職員の現場スキルの低下 

・地域の課題、問題点の発見、住民ニーズの把握の機会の喪失 

  施策の推進に影響を及ぼす 

【原因】 
○職員が常時現場にいない 
○施設の管理運営への関不低下 

今後の方向性 



小施策の項目①、② 『今後の方向性』 【資料P105】 

課題 

・適正な管理運営がなされているか 

・利用者へのサービス向上に貢献しているか 

今後の方向性 

 モニタリング、評価手法の確立 

（直営より高い管理水準、サービス水準のチェック） 

・指定管理者等への市の関与を高める 

・利用者へのサービス向上、安全性の確保 



小施策の項目③ 『成果』 
 

【資料P104-105】 

③総合計画に掲げた目標の達成状況をわかりやすく公表するとともに、

行政評価委員会を設置し、行政運営の外部評価を実施します。 

・平成23年度に設置 

・毎年度、公開ヒアリング形式で外部評価を実施 



小施策の項目③ 『成果』 
 

【資料P114-115】 

事務事業評価シート 『行政評価推進事業』 

26年度は委託料
をカットし、 
直営で運営 

コスト低減 



小施策の項目③ 『成果』 
 

【資料P114-115】 

事務事業評価シート 『行政評価推進事業』 

必要性『高い』 

効率性『高い』 

妥当性『高い』 

施策への貢献度 
   『高い』 

改善・効率化 



小施策の項目③ 『成果』 
 

【資料P104】 

行政評価の取組状況 （西三河6市、類似団体10市） 

比較項目 行政評価の取組状況について（西三河６市・類似団体Ⅲ－０） 単位 自治体数

○行政評価の成果について【住民の理解が深まった：３／１５】【成果の観点で施策や事業が検討された：１２／１５】

○行政評価導入自治体【西三河６市：６／６】【類似団体：９／１０】

○外部評価導入自治体【西三河６市：３／６】【類似団体：４／９】

　　　　　　　　　　　　【職員の意識改革に寄不した：６／１５】

備　　考 その他比較項目については別添資料参照　出典：総務省　地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査（平成25年10月1日現在）

　　　　　　　　　　　　【外部意見の活用：７／１５】【行政評価事務の効率化：１０／１５】 　９団体を足したもの

○行政評価の課題について【評価指標の設定：１４／１５】【予算編成等への活用：１３／１５】 ※１５団体は、西三河６市と類似団体(Ⅲ－０)の

※詳細資料は、P108-109に掲載 

行政評価導入自治体 15/16市 

外部評価導入自治体 7/15市 

・情報公開（会議資料、委員会の様子、評価結果等） 

・事務事業の透明性、アカウンタビリティの向上 



小施策の項目③ 『現状分析と課題』 
 

【資料P110】 

職員アンケートの結果 （現状分析） 
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24 

0 20 40 60 80 100 120 140

あらためて、総合計画を意識する

きっかけとなった。 

施策全体の課題と今後の方向性

を把握することができた。 

施策に関係する部署を把握するこ

とができた。 

総合計画と事務事業の関係が整

理された。 

特に効果は感じられない。 

Ｑ５. 施策評価を行ってどのような効果があったか。 

（Ｎ＝２５９） 

9.3％ 
約9割の職員 
何らかの効果を実感 

38.6％ 

45.2％ 

35.1％ 



小施策の項目③ 『現状分析と課題』 
 

【資料P110】 

職員アンケートの結果 （現状分析） 
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47 

0 50 100 150 200

事業の目的を常に意識するようになった 

成果指標を意識するようになった。 

人件費を含めたコストに対する意識が高くなっ… 

事業の手法・手段を見直すようになった。 

事業の終期を意識するようになった。 

他市の状況に対する意識が高まった。 

特に変化はない。 

Ｑ７. 行政評価委員会や事務事業評価を経てどのような変化があったか。 

（Ｎ＝３２９） 

45.6％ 

52.6％ 

外部評価に一定の効果あり 

 ⇒更に伸ばしていく 



小施策の項目③ 『現状分析と課題』 
 

【資料P104-105】 

課題 

比較項目 行政評価の取組状況について（西三河６市・類似団体Ⅲ－０） 単位 自治体数

○行政評価の成果について【住民の理解が深まった：３／１５】【成果の観点で施策や事業が検討された：１２／１５】

○行政評価導入自治体【西三河６市：６／６】【類似団体：９／１０】

○外部評価導入自治体【西三河６市：３／６】【類似団体：４／９】

　　　　　　　　　　　　【職員の意識改革に寄不した：６／１５】

備　　考 その他比較項目については別添資料参照　出典：総務省　地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査（平成25年10月1日現在）

　　　　　　　　　　　　【外部意見の活用：７／１５】【行政評価事務の効率化：１０／１５】 　９団体を足したもの

○行政評価の課題について【評価指標の設定：１４／１５】【予算編成等への活用：１３／１５】 ※１５団体は、西三河６市と類似団体(Ⅲ－０)の

※詳細資料は、P108-109に掲載 

評価指標の設定 14/15市 予算編成等への活用 13/15市 

・指標「効率的な行政運営が行われていると思う市民の割合」への影響度丌明 

・質の高い行政サービスの提供を意識した改善・改革につながっているか丌明 

・単なる継続目的による行政評価の形骸化が危惧 

評価指標の設定、予算編成への活用 【課題】 



小施策の項目③ 『今後の方向性』 
 

【資料P105】 

課題 

・職員アンケート結果より、職員の意識醸成がまだまだ丌十分 

・指標「効率的な行政運営が行われていると思う市民の割合」の向上 

・質の高い行政サービスの提供を意識した改善・改革 

今後の方向性 

・行政評価制度の点検、不断の見直しを行う姿勢を維持 

・職員一人ひとりが制度を意識して業務する組織風土の醸成 

・さらに市民に知ってもらう、関心を持ってもらう方策の検討 



小施策の項目④ 『成果』 【資料P104-105】 

④変化に即応できる柔軟な思考と想像力を持った職員を育成するた

め、職員研修の充実を図るとともに、職員数の適正化に努めます。 

・人材育成基本方針の改定 

比較項目 人材育成基本方針策定状況 単位 年

碧南市 安城市 知立市 高浜市 西尾市

平成13年度 初版策定
平成25年度 改定

平成25年度 初版策定 平成21年度 初版策定 平成22年度 初版策定 平成19年度 初版策定
平成18年度 初版策定
平成25年度 改定

備　　考 ―

刈谷市

・近隣市では、最も早い平成13年度に策定 

・職員の能力開発・育成に加え、 

 25年度には組織力の強化を位置づけた。 



小施策の項目④ 『成果』 【資料P104-105】 

④変化に即応できる柔軟な思考と想像力を持った職員を育成するた

め、職員研修の充実を図るとともに、職員数の適正化に努めます。 

・合同企業説明会にブース出展 
・必要な人材の確保 

職員の採用 

【研修機関への派遣】 
・自治大学校 
・国土交通大学校 
・愛知県市町村振興協会研修センター 
・市町村職員中央研修所  など 
 
【研修の実施】 
・役職、経験年数別の研修 
・自己研修 
・通信研修  など 



小施策の項目④ 『現状分析と課題』 【資料P105】 

課題 

・人事評価制度、研修制度が新たな基本方針に沿っていない 

・そのため、評定が人材の育成に結びつきにくい 

■市職員採用試験の応募状況等

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

20 34 21 25 20

241 360 450 314 318

12.1 10.6 21.4 12.6 15.9

24 40 28 30 22

5 5 7 2 2

14 4 12 23 10

2.8 0.8 1.7 11.5 5.0

3 2 3 3 1

5 5 7 2

8 7 15 5

1.6 1.4 2.1 2.5

0 1 4 1

22 25 24 40 35

68 64 52 64 55

3.1 2.6 2.2 1.6 1.6

19 28 25 28 24

倍　　率

区　　　　分

一般事務職

土木技術職

建築技術職

保育士・幼稚園教諭

合格者数

応募人数

応募者数

応募人数

応募者数

倍　　率

応募者数

倍　　率

合格者数

応募人数

合格者数

応募人数

応募者数

倍　　率

合格者数
※文字が小さいので、詳細はお手元の 
 資料P107をご覧ください。 【保育士・幼稚園教諭】 

・1.6倍 倍率が低い 

・24-25年度合格者数は

応募人数を下回る 



小施策の項目④ 『今後の方向性』 【資料P104-105】 

課題 

・人事評価制度、研修制度が新たな基本方針に沿っていない 

・そのため、評定が人材の育成に結びつきにくい 

・保育士・幼稚園教諭の採用について、24､25年度は応募者数が尐なかった

ため、合格者数も応募人数を下回った。 

今後の方向性 

・新方針に沿った人事評価制度、研修制度へ変革させる 

・より優秀な人材を確保するため、大学訪問、業種研究会へ

の参加、インターンシップの活用を行う。 



小施策の項目⑤ 『成果』 【資料P104-105】 

⑤新たな行政課題に柔軟に対応できる組織づくりを進めます。 

・業務改善 … 職員自らの職場で実施した改善実績 

・職員提案 … 他部署の業務への提案、新規施策・事業の提案 

 新たな行政課題に対し、現場から対応できる仕組みの２本柱 

・平成21年度 次世代育成部子ども課 設置 
・平成23年度 危機管理局危機管理課 設置 
・平成26年度 長寿保険部 設置 

 時代潮流の変化等により、組織形態も変化 

・平成26年4月 パスポートの発給事務を開始 

 地方分権・権限移譲により、市民にとって、より便利な市役所に変化 



小施策の項目⑤ 『成果』 【資料P128】 

事務事業評価シート 『一般旅券等発給事業』 

※文字が小さいので、詳細はお手元の 
 資料P128-129をご覧ください。 

市役所でパスポート申請
する市民（26年度見込） 
＝ 4,500人 

26年度 総事業費 
＝ 16,629千円 

 16,629（千円） 
  4,500（人） 

≒ 3,700（円） 



小施策の項目⑤ 『現状分析と課題』 【資料P107】 

職員提案制度、業務改善制度の成果 

■職員提案制度及び業務改善制度の成果

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

件 188 175 169 192 140 148

％ 38 26 23 26 29 31

件 43 40 61 66 73 94

千円 24,180 32,000 254,328 125,341 68,796 182,234

職員提案件数

提案件数のうち採用された件数（要検討も含む）

【業務改善制度】
　自らの職場において実施した改善実績の報告

業務改善報告件数

効果額（経費削減、収入増加、時間短縮）

【職員提案制度】
　改善提案：他が所掌する業務に関する提案
　夢提案　：新たに取り組む施策や事業の提案
　課題提案：設定されたテーマに対する提案

項　　　　　　目

年々増加傾向 

一定の削減効果実績 



66.1 61.0 63.8 70.0 59.0 59.3

比較項目 県から市への権限移譲状況（西三河６市） 単位 ％

刈谷市 碧南市 安城市 西尾市 知立市 高浜市

備　　考 その他個別の権限移譲状況については別紙参照　出典：愛知県　市長村別権限移譲一覧表（平成26年度）

小施策の項目⑤ 『現状分析と課題』 【資料P104-105】 

県から市への権限移譲状況 （西三河6市） 

※詳細資料は、P111に掲載 

66.1% 西尾市に次いで２番目 
市民サービスの向上につながる 

権限や事務の移譲を 
積極的に受けてきた 

課題 

・近年、新たな行政課題が数多く多岐に渡って生じている 

・部課横断的な検討や対応を展開するが、機能しない場合あり 



小施策の項目⑤ 『今後の方向性』 【資料P105】 

職員提案制度、業務改善制度 

権限や事務の移譲 

新たな地方分権改革に対応した 

自治体の組織機構改革が必要 

毎年、制度内容を検証し、修正しながら、継続的に実施 

市民の利便性向上に資する権限、事務を積極的に受けていく 

組織機構 

【新たな地方分権の目指す姿】 

・行政の質と効率を上げる 

・まちの特色と独自性を活かす 

・地域ぐるみで協働する 


